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小規模事業者の経営発達支援調査結果報告書 

亀山商工会議所 
中小企業相談所 

 

亀山市内の小規模事業者（常時使用する従業員数が、原則、商業･サービス業は５人以下、製造業その他の業種は２０人

以下の事業者）７４１社を対象に、その経営実態を把握し、今後の持続的な発展のため、ハンズオン支援する当所の経営

発達支援事業の参考に資するため、令和５年９月から１ヶ月間、アンケート方式にて調査を行い、計１４３社から回答を得た。

（回答率：１９．３％） 

 

【問１】 組織形態 

事業所の組織形態としては、個人事業主と法人が 

ほぼ同数の結果となった。 

 

【問２－①】 経営者の年齢 

経営者（代表者）の年齢は、５０代が３０％と最も 

多く、事業承継の準備が必要となる６０代以上は 

全体の４３％となっている。６０代以上の経営者が 

占める割合は全国統計値である５２％と比較する 

と、今回調査において当地域は若い世代の経営 

者が多い傾向が見受けられた。 

 

【問２－②】 事業継続 

事業継続に関しては、全体の５７％の事業所が 

「継続したい」と回答しており、「未定」が２３％、 

「事業をやめる」が１０％となった。前年調査と 

比べ、「未定」が減少して「やめる」が増加となる 

結果となった。 

 

【問２－③】 後継（予定を含む）の有無 

後継者（予定含む）の有無に関しては、「後継者 

有り」が約２６％、「後継者無し」が３４％となり、 

「無回答」が３５となった。「無回答」の事業所は 

「未定」が多く含まれているとみられる。 

また、経営者が６０代以上で、かつ事業を継続 

する意向の事業所の約半数が後継者不在と 

なっている。 

 

【問３】 主な業種 

主な業種の内訳は、常時使用する従業員数が５人 

以下の対象業種である商業･サービス業等が回答 

企業全体の６４％を、また同２０人以下の対象業種 

である製造・建設・運輸業が３６％を占めている。 

 

≪経営者が６０代以上の事業所の事業継続と後継者の有無≫ 

①：経営者が６０代以上の事業所 ６１社 

②：①のうち事業を「継続したい」と回答した事業所 ３４社 

③：②のうち「後継者有り」と回答した事業所 １６社 

個人事業主
51%

法人(会社)
49%

その他 0%

【問１】組織形態
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【問２－①】経営者の年齢

したい
57%未定

23%

やめる
10%

その他
1% 無回答
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【問２－②】事業継続

有り
26%

無し
34%

その他
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無回答
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【問２－②】後継者の有無

卸売 3%
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7%サービス
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製造
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建設
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【問３】主たる業種
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【問４】 常時使用する従業員数 

正社員を雇用していない事業所が全体の 

５５％を占める結果となった。また、全体の 

うち、代表者とその家族従業員・役員のみ 

の事業所が３６％、非正規雇用のみの事業 

所が回答企業のうち１９％となった。 

小規模事業者は最低賃金引上げの影響を 

受けやすく、経営への影響が懸念される。 

 

 

【問５】 主な得意先・商圏の割合 

「亀山市内」が得意先、もしくは第１次商圏 

となっていると回答した企業が全体のうち 

７割近くとなった。 

商業ではほぼ全ての事業者が三重県内の 

みの商圏となっているが、工業では前年の 

調査と比べて全国を商圏としている事業者 

が増加した。 

 

 

【問６】 計画の作成 

事業計画・経営計画の作成に関しては、「作成した 

ことがある」あるいは「作成したい」を合わせて全体 

の５９％に達しており、計画作成に対して積極的な 

事業所の割合は「作成しない」と回答した事業所 

の割合を前年調査から引き続き上回った。 

主な要因としては、金融機関からの資金調達での 

計画作成や提案型補助金制度申請等で作成機会 

が増加したことが挙げられる。 

 

 

【問７－①、②】 現状と今後の資金繰り・調達 

資金繰り･調達に関しては、回答した事業所の 

半数が現状において資金調達を行っているが、 

コロナ関連融資制度の利用割合は減少傾向と 

なっている。また、資金調達をしなかった企業が 

前年調査よりも増加しており、今後の資金調達 

でも資金需要が落ち着いてきた事業所が若干 

ながら増えてきている傾向となった。 

 

第１次商圏 商業 工業  

亀山 ７７％ ５５％  

県内 １８％ ２３％  

中部圏 ０％ ４％  

全国 ４％ １６％  

海外 １％ ２％  

※回答事業所：商業 90社・工業 51社 

亀山
68%鈴鹿 5%

北勢地域
4%

三重県内
11%

中部圏 2%

全国 8%
海外 1% 無回答 1%

【問５】主な得意先や商圏

したことがある
39%

作成したい
20%

作成しない
36%

その他 4% 無回答 1%

【問６】計画の作成

コロナ融資

制度活用
41%

平時の融資

制度活用
11%

資金調達なし
44%

無回答 4%

【問７―①】資金調達の現状

容易
21%

借入できる

が不十分
6%

必要だが

借入困難
5%

今は不要だが

今後必要
27%

無借金経営
34%

無回答 7%

【問７―②】今後の資金調達

０人
55%１～５人

29%

６～２０人
15%

【問４】従業員数（正社員）

０人
36%

１～５人
41%

６～２０人
22%

２１人超
1%

【問４】従業員数（非正規含む）



3 

 

 

 

【問８－①】 新型コロナの影響 

新型コロナの影響として、回答事業所のうち７３％が 

悪影響あり（前年調査では８４％）という結果となり、 

影響の長期化が続いているものの、大きな悪影響が 

あると回答した事業所は２３％で、前年調査の３７％ 

から減少した。前年調査に比べて「影響なし」と回答 

する事業所も増加しており、新型コロナの５類移行に 

伴って徐々に平常化している側面も見受けられる。 

 

 

【問８－②】原油・物価高騰の影響 

原油・物価高騰の影響として、回答事業所のうち 

８８％が「悪影響がある」と回答し、うち６割近くが 

大きな影響を受けており、前年調査時よりも悪化 

傾向で更なる影響の拡大が懸念される。 

商業・工業ともに９割の事業者に悪影響が生じて 

いるが、商業と比較すると工業は大きな悪影響を 

受けている事業者の割合が多くなっている。 

それに対して商業は前年調査よりも「影響なし」と 

回答する事業所が減少し、原油・物価高騰の影響 

が拡大していることを示す結果となった。 

 

 

【問８－③】 直近の売上・粗利益の状況 

直近年度における売上の対前年比較については、 

「増加」が１７％、「横ばい」が３１％、「減少」が５２％ 

となり、粗利益の対前年比較については、「増加」が 

５％、「横ばい」が３４％、「減少」が６１％となった。 

前年調査時と比べて若干ではあるものの、売上は 

増加傾向、粗利益は減少傾向を示しているほか、 

売上は「増加した」一方で粗利益は「横ばい」又は 

「減少した」と回答した事業所の割合が増加する 

など、高騰によるコストの増加に対して十分な価格 

転嫁ができていない状況が推察される結果となった。 

 

 

 商業 工業  

悪影響：大 ４９％ ５７％  

悪影響：小 ４１％ ３３％  

影響なし ９％ １０％  

好影響 １％ ０％  

※回答事業所：商業 90社・工業 49社 

  粗利益 

横計   増加 横ばい 減少 

売
上 

増加 ５％ ７％ ５％ １７％ 

横ばい ０％ ２３％ ８％ ３１％ 

減少 ０％ ４％ ４８％ ５２％ 

縦計 ５％ ３４％ ６１％ １００％ 

売上・粗利益の状況の分布（回答事業所：１２７社） 

悪影響：大
23%

悪影響：少
50%

影響なし
25%

好影響 1% 無回答 1%

【問８―①】新型コロナの影響

悪影響：大
51%

悪影響：少
37%

影響なし
9%

好影響 1% 無回答 2%

【問８―②】原油・物価高謄の影響


